
令和３年度教育委員会における学校の働き方改革のための取組状況調査結果等に係る留意事項について
（令和４年１月28日付 各都道府県・指定都市教育委員会教育長宛 文部科学省初等中等教育局長通知）【概要】

学校における働き方改革が引き続き急務であることから、令和３年12月24日に公表した「令和３年度教育委員会における学校の働き
方改革のための取組状況調査」結果等を踏まえ、学校の働き方改革に関して都道府県・指定都市教育委員会、市区町村教育委員会と
して取り組むべき事項等について通知するもの。

①勤務時間管理の徹底等について

○ 指針（※）を踏まえた在校等時間の適切な管理の徹底

○ 地方公共団体の条例や規則への上限方針の可及的速やかな反映
○ 未対応の一部市区町村におけるI C Tの活用やタイムカード等による

客観的な在校等時間の把握の徹底

②働き方改革に係る取組状況の公表等について

○ 働き方改革に係る取組や在校等時間の状況の公表の促進

○ 定量的な独自の目標等の設定、働き方改革に係る取組の検証・改善・公表の促進
○ 働き方改革又は業務改善に関する業務改善方針や計画等の策定の促進

③学校及び教師が担う業務の役割分担・適正化について

○ 「３分類」 （※）に係る取組の積極的な実施の促進

○ 業務の「３分類」への仕分けと学校・教師以外の者への積極的な移行の促進

○ 「全国の学校における働き方改革事例集」の活用
○ 支援スタッフの活用に当たっての学校管理職のマネジメント等の促進

※本調査に関連した通知の発出は初めての対応

等

等

④学校行事の精選や見直し等について

○ 教育活動としての意義を踏まえつつ、
• 学校行事の種類（※）ごとに、行事及びその内容を重点化
• 各行事の趣旨を生かした上で行事間の関連や統合を図るなど精選

し、効果的・効率的に学校行事の目標を達成するよう実施
○ 新型コロナウイルス感染症対策下における行事の実施方法の適切な

変更・工夫等の取組も一つの契機として、教育的な観点も十分に踏ま
えつつ、学校行事の精選や内容・準備の見直し・簡素化を促進

○ 地域行事と学校行事の合同開催、地域の記念行事としての要素が大
きい行事の地域行事への移行等を検討

⑤ＩＣＴを活用した校務効率化について

○ 教職員間や学校・保護者等間における情報共有や連絡調整手段のデジタル化
○ 取組事例に関する動画等の積極的な活用

⑥教員業務支援員（スクール・サポート・スタッフ）について

○ 教員業務支援員の一層の配置促進
○ 消毒作業等に止まらない多様な業務への従事による効果的・効率

的な活用の促進
○ 調査結果を勘案した教員業務支援員に係る補助金の配分
○ 取組事例に関する動画等の積極的な活用

⑦部活動について

○ 部活動指導員の一層の配置促進

○ 部活動指導員による単独指導、単独引率、顧問発令の促進

○ 調査結果を勘案した部活動指導員に係る補助金の配分
○ 地域部活動に係る兼職・兼業への対応

等

等

等

等

等

基本的には学校以外が担うべき業務 学校の業務だが、
必ずしも教師が担う必要のない業務

教師の業務だが、
負担軽減が可能な業務

①登下校に関する対応

②放課後から夜間における見回り、
児童生徒が補導された時の対応

③学校徴収金の徴収・管理
④地域ボランティアとの連絡調整

⑤調査・統計等への回答等
（事務職員等）

⑥児童生徒の休み時間における対応
（輪番、地域ボランティア等）

⑦校内清掃
（輪番、地域ボランティア等）

⑧部活動（部活動指導員等）

⑨給食時の対応
（学級担任と栄養教諭等との連携等）

⑩授業準備（補助的業務へのサポートスタッフの参画等）

⑪学習評価や成績処理
（補助的業務へのサポートスタッフの参画等）

⑫学校行事の準備・運営
（事務職員等との連携、一部外部委託等）

⑬進路指導（事務職員や外部人材との連携・協力等）

⑭支援が必要な児童生徒・家庭への対応
（専門スタッフとの連携・協力等）

※その業務の内容に応じて、地方公共団体や教
育委員会、保護者、地域学校協働活動推進員
や地域ボランティア等が担うべき。

※部活動の設置・運営は法令上の義務ではないが、
ほとんどの中学・高校で設置。
多くの教師が顧問を担わざるを得ない実態。

※学校・教師が担う業務に係る「３分類」

※上限時間の原則について１箇月時間外在校等時間を45時間以内、１年間時間外在校等時間を360時間以内とする等の「公立学校の教育職員の業
務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針」

※儀式的行事、文化的行事、健康安全･体育的行事、遠足（旅行）･集団宿泊的行事及び勤労生産･奉仕的行事

等

各自治体別に公表されている調査結果や他の自治体の取組状況の分析等により、各教育委員会において、十分に進んでいない取組等
を検証するとともに、重点的に取り組む内容を特定するなど、調査結果を十分に活用
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